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法附則第２条第２項に定める者（いわゆる現任者）について（素案） 

 

１． 省令で定める施設について 

 大学院における実習施設として定める施設に準ずる。なお、大学院におけ

る実習施設については、当該施設における指導担当者等の要件も定めるもの

として整理しているが、指導担当者等の要件は定めないこととする。 

 実習施設に含まれない一部の施設（私設の心理相談室等）については、業

として行った行為の内容や勤務の状態が客観的にわかる場合において省令で

定める施設として取り扱うこととする。 

 

２． 期間について（５年の換算方法） 

法附則において、法第２条第１号から第３号までに定める行為を業として

行っていた期間が５年以上である者に受験資格の特例を認めることとしてい

る。 

原則として、雇用契約に基づく契約期間を業務に従事した期間とする。い

わゆる現任者については、雇用形態が非常勤である者や兼業をしている者が

一定数いると考えられるが、雇用の実情を踏まえ、例えば常態として週１日

以上の勤務であった期間について法第２条第１号から第３号までに定める行

為を業として行っていた期間として認めることとする。 

 

３． 受験資格の特例に係る手続き等について 

受験資格の特例の申請に当たっては、当該行為を業として行っていること

について、証明権限を有する施設の代表者による証明書の提出を求めること

とする。 

私設の心理相談室等、その業態や業として行っている事実について証明を

行う際には、例えば、登記簿謄本等、客観的に業務をしていることが分かる

ものを併せて提出することを求める。 

 

４． 当該行為を業として行わなくなってから一定以上の期間が経過している

者の取扱いについて 

法律上、法が施行される際現に業務を行っている必要がある。なお、言語

聴覚士の場合、「その他その者に準ずるもの」として、施行日において当該業

務を休止し、又は廃止した日から起算して５年を経過しない者にも受験資格

の特例を認めていたことを踏まえ、同様の取扱いとする（期間の考え方は別

紙参照）。 
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５． いわゆる現任者の講習会について 

法律上、いわゆる現任者においては、文部科学大臣及び厚生労働大臣が指

定した講習会（以下、「講習会」という。）の課程を修了することが受験資格

の特例として認められる要件となっている。なお、いわゆる現任者は一定の

知識及び技能を有していると推定されるが、その知識及び技能の水準の均一

化を図るため、講習会の内容は必要な水準を満たすための補完的なものとす

る。 

 

（講習会の内容） 
時間 30 時間程度 

内容 以下の項目を含む講習とする。 

①公認心理師の職責に関する事項 

②公認心理師が活躍すると考えられる主な分野（保健医療、 

福祉、教育、司法、産業・労働分野）に関する法規や制度 

③精神医学を含む医学に関する知識 

 

 



　

例１ 受験資格あり

例２ 受験資格あり

例３ 受験資格あり

例４ １年 受験資格あり

例５ 受験資格あり

例６ 受験資格なし

例７ １年 受験資格あり

例８ １年 受験資格なし

例９ １年 受験資格あり

実務経験　４年

実務経験　４年

平成29年
X月Y日

施行日

１年１年実務経験　３年 休止等　４年

休止等　５年

　例１～４は法の施行の際現に業を行っている者。
　例５、７及び９は、施行日において当該業務を休止等した日から起算し、５年を経過しない者と
して受験資格の特例を認める。

公認心理師法附則第２条第２項に定める者（いわゆる現任者）の期間の考え方について

実務経験　４年

休止等　５年

平成34年
X月Y-１日

１年

実務経験　５年

　公認心理師法附則第２条第２項に定める「その他その者に準ずるもの」として、施行日におい
て当該業務を休止し、又は廃止した日から起算して５年を経過しない者にも受験資格の特例を
認める場合の例である。

実務経験　５年

実務経験　５年

休止等　５年実務経験　４年

実務経験　５年

施行日から５年
を経過しない日

休止等　５年

別紙


